鹿児島県阿久根市「懲戒免職処分効力停止」申立事案、

12月4日福岡高裁宮崎支部が市長の即時抗告を棄却

鹿児島県阿久根市長が、張り紙をはがしたとして阿久根市職員Ａさんに対し懲戒免職処分を行ったことを不当として、Ａさんが処分の取消しを求め8月26日鹿児島地裁に提訴しました（以下「本訴」）。更に、同日「懲戒免職処分が社会通念上著しく妥当性を欠き裁量権を逸脱乱用したもので違法」、また「重大な損失を避けるたまに緊急の必要がある」と主張し、懲戒免職処分の効力を停止するよう求めていましたが、このことに対して2009年10月21日、鹿児島地裁がＡさんの主張を認め判決が確定するまで効力を停止すると決定しました。

　竹原阿久根市長はこれを不服として即時抗告していましたが、2009年12月4日福岡高裁宮崎支部が「理由がない」として棄却決定しました。

棄却理由の判断理由として同支部は決定文で、地裁決定を相当とした上で処分そのものの不適法性等について地裁判断に「阿久根市では（Ａさんの）このような行為を理由に職員を懲戒免職にした礼は過去にも皆無である」「阿久根市長はＡさんを職場復帰させることは、民主主義システムの全否定や公共の福祉に重大な影響を及ぼすと主張しているが、その主張を認める証拠はない」と追加し、鹿児島地裁より強い内容を示しており本訴への影響も大きいものと言えます。

　しかし、竹原阿久根市長は10月21日の地裁判決に従わず、Ａさんが連日出勤しているにもかかわらず、それを認めず勤務場所もなく、総務課に出勤後は自宅待機を余儀なくされています。今回の福岡高裁宮崎支部の棄却決定以降も同様の状態が続いています。阿久根市長が司法の決定に従わず、Ａさんを現在の状態で放置することは、Ａさんの生存権、人権を著しく侵害するものです。

本部は、竹原市長による一連の攻撃、組合嫌悪からの感情的な言動から組合と組合員を守るため、阿久根市職労、鹿児島県本部とともに引き続き取り組みをすすめます。

なお、本訴については12月25日第2回裁判が鹿児島地裁で予定されています。
